
補足資料 (連結）

１．セグメント情報
(1)外部顧客に対する売上高 （単位：億円）

2001年度 2002年度 増減率 2003年度 増減率

（実績） （実績） (%) （予想） (%)

　国　内 15,345 15,068 1.8  16,100  6.8 

　海　外 5,513 5,189 5.9  5,100  1.7 

　ソフトウェア・サービス 20,858 20,257 2.9  21,200  4.7 

　国　内 13,610 11,599 14.8  10,900  6.0 

　海　外 6,541 4,521 30.9  5,200  15.0 

　プラットフォーム 20,152 16,120 20.0  16,100  0.1 

　国　内 2,632 2,996 13.8 3,800  26.8 

　海　外 2,832 3,190 12.6 3,300  3.4 

　電子デバイス 5,465 6,186 13.2 7,100  14.8 

　国　内 1,144 1,192 4.2 1,100  7.8 

　海　外 - - - - - 

　金　　　融 1,144 1,192 4.2 1,100  7.8 

　国　内 1,875 1,950 4.0 2,100  7.7 

　海　外 572 468 18.2  400  14.6 

　そ　の　他 2,448 2,418 1.2  2,500  3.4 

　国　内 34,609 32,806 5.2  34,000  3.6 

　海　外 15,460 13,369 13.5  14,000  4.7 

　合　　　　　　計 50,069 46,175 7.8  48,000  4.0 

ご参考：売上高の内訳 （単位：億円）

2001年度 2002年度 増減率 2003年度 増減率

（実績） （実績） (%) （予想） (%)

 ソリューション／ＳＩ  9,389  9,405  0.2  10,150  7.9 

 インフラサービス  11,469  10,852  5.4   11,050  1.8 

　ソフトウェア・サービス  20,858  20,257  2.9   21,200  4.7 

 サーバ関連  5,211  3,828  26.5   3,850  0.6 

 モバイル・ＩＰネットワーク  2,420  1,897  21.6   1,950  2.8 

 伝送システム  3,878  2,226  42.6   1,750  21.4 

 パソコン／携帯電話  6,268  6,555  4.6  6,750  3.0 

 ＨＤＤ関連  2,374  1,614  32.0   1,800  11.5 

　プラットフォーム  20,152  16,120  20.0   16,100  0.1 

 半導体  3,320  3,493  5.2  4,000  14.5 

 その他  2,145  2,693  25.5  3,100  15.1 

　電子デバイス  5,465  6,186  13.2  7,100  14.8 



(2)事業の種類別セグメント情報

①セグメント間の内部売上高を含む売上高 （単位：億円）

2001年度 2002年度 2003年度

（実績） （実績） （予想） 増減率(%)

　ソフトウェア・サービス  21,386  20,979  21,850  870  4.1 

　プラットフォーム  22,556  18,432  18,300  132   0.7 

　電子デバイス  6,375  6,874  7,700  825  12.0 

　金　　　融  1,239  1,284  1,200  84   6.6 

　そ　の　他  3,715  3,789  3,850  60  1.6 

　消　　　去  5,203   5,184   4,900   284 

合　　　　　　計  50,069  46,175  48,000  1,824  4.0 

②営業利益（営業利益率） （単位：億円）

2001年度 2002年度 2003年度

（実績） （実績） （予想）

 1,578  1,765  1,900 

(     7.4%) (     8.4%) (     8.7%)

 575   9  150 

(   2.6%) (     0.1%) (     0.8%)

 1,093   316   150 

(   17.1%) (   4.6%) (    1.9%)

 42  43  50 

(     3.4%) (     3.4%) (     4.2%)

 2  100  150 

(     0.1%) (     2.6%) (     3.9%)

 698   597   900 

 744   1,004  1,500 

(   1.5%) (     2.2%) (     3.1%)

＊当期に行った事業区分の見直しに伴い、2001年度の数値を組替えて表示しております。

(3)売上高の地域別構成（仕向先別）

2001年度 2002年度 2003年度

（実績） （実績） （予想）

69% 71% 0% 

13% 12% 0% 

11% 9% 0% 

7% 8% 0% 

前年比

　日本

　欧州

　米州

(    6.5%)  

6   

(     0.8%)  

49   

134   

　そ　の　他

　その他

(     1.3%)  

302   

(     0.3%)  

140   

(     0.7%)  

466   

前年比

　ソフトウェア・サービス

　プラットフォーム

　電子デバイス

　金　　　融

495   

(     0.9%)  
合　　　　　　計

　消去／全社



２．パソコンの出荷台数
(1)地域別内訳     (単位：万台）

2001年度 2002年度

（実績） （実績）

　日本 258 247 260 

　欧州 304 297 320 

　北米 12 12 13 

　アジア 9 12 13 

 合計 583 568 606 

(2)構成比率
2001年度 2002年度

（実績） （実績）

　デスクトップ 49% 47% 46% 

　ノートブック 51% 53% 54% 

３．携帯電話の出荷台数     (単位：万台）

2001年度 2002年度

（実績） （実績）

　出荷台数 226 334 345 

４．ＨＤＤの生産台数     (単位：万台）

2001年度 2002年度

（実績） （実績）

　生産台数 1,405 876 1,190 

５．電子デバイスの状況

(1)半導体生産高（ワールドワイド）     (単位：億円）

2001年度 2002年度

（実績） （実績）

　半導体生産高 3,980 3,983 

　（うち社内向け） 660)   (       490)   (       

(2)半導体品種別生産比率
2001年度 2002年度

（実績） （実績）

　ロジック 54% 57% 61% 

　システムメモリ 35% 36% 31% 

　化合物半導体他 11% 7% 8% 

(3)設備投資の内訳     (単位：億円）

2001年度 2002年度

（実績） （実績）

　連結設備投資 1,802 609 650 

　　うち半導体 1,223 380 350 

　　　　PDP 251 42 110 

　　　　LCD 25 23 10 

2003年度

（予想）

2003年度

（予想）

2003年度

（予想）

2003年度

（予想）

2003年度

（予想）

2003年度

（予想）

4,400 

400)   (       

2003年度

（予想）



６．研究開発費     (単位：億円）

2001年度 2002年度 増減率 増減率

（実績） （実績） (%)

　研究開発費 3,498 2,857 2,550  10.8 

　売上高比 7.0% 6.2% 5.3% 

７．設備投資・減価償却費 （単位:億円）

2001年度 2002年度 増減率 増減率

（実績） （実績） (%)

　ソフトウェア・サービス 465 388 800  106.1 

　プラットフォーム 599 367 500  36.1 

　電子デバイス 1,802 609 650  6.7 

　（うち半導体） 1,223)   (    380)   (      350)   (    8.0)   (    

　全社共通他 201 111 150  34.5 

　設備投資合計 3,069 1,476 2,100  42.3 

　　うち国内 2,444 1,256 1,800  43.2 
　　　　海外 625 219 300  36.8 

　減価償却費 3,518 2,646 2,100  20.7 

８．為替レート(ＵＳドル)：期中平均及び業績予想前提レート
2001年度 2002年度

（実績） （実績）

期中平均レート 　125円 　122円

上期 下期

　120円 　120円

９．キャッシュ・フロー     (単位：億円）

2001年度 2002年度

（実績） （実績）
純   利   益 3,825  1,220  300 
減 価 償 却 費 * 4,389 3,432 2,800 
そ の 他 増 減 2,501 1,034  100 

　(A)営業キャッシュ・フロー 3,065 1,177 3,200 
　(B)投資キャッシュ・フロー 4,094  644  2,900 
　(C)フリー・キャッシュ・フロー (A)+(B) 1,028  533 300 

　(D)財務キャッシュ・フロー 913 672  300 
　(E)キャッシュ・フロー計 (C)+(D) 115  138  - 
　* 連結調整勘定償却費を含む

１０．従業員数 （単位：千名）

2002年 2003年

３月末 ３月末

　国内 116 109 

　(うち単独) 40)   (       35)   (       

　海外 54 48 

　計 170 157 

2003年度業績予想前提レート

2003年度

（予想）

48.6 
64.9 

24.8 

66.2 

68.9)   (   

44.7 

51.9 

(%) （予想）

16.6 

38.7 

2003年度

2003年度

(%) （予想）

  18.3 



１１．税効果会計関連
　純繰延税金資産の発生原因別内訳 （単位：億円）

2001年度末 2002年度末

（実績） （実績）

　繰越欠損金（評価性引当金控除後） 1,886 2,289 

　その他 854 1,076 

　純繰延税金資産 2,740 3,365 

１２．退職給付関連

(1)退職給付債務等に関する事項（2003年3月31日現在）

＜国内連結＞     (単位：億円）

 イ 退職給付債務 16,800 

 ロ 年金資産 8,100 

 　（内、退職給付信託における年金資産） 1,200)   (     

 ハ 退職給付引当金 1,300 

 ニ 前払年金費用 300 

 　 差引（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 7,700 

 　 【差引分内訳】

 ホ 会計基準変更時差異の未処理額 1,800 

 ヘ 未認識数理計算上の差異 6,600 

 ト 未認識の過去勤務債務（債務の減額） 700 

 　 （ホ＋ヘ＋ト） 7,700 

(2)退職給付債務等の計算の基礎

①割引率 3.0％
②会計基準変更時差異の処理年数 10年(単独は一括償却済)
③数理計算上の差異の処理方法 定額法(従業員の平均残存勤務期間)で翌期より処理
④過去勤務債務の処理方法 定額法(10年)



(ご参考）
環境会計

１．環境費用と効果の推移

費用 効果 費用 効果 費用 効果 費用 効果

　富士通 82 111 77 123 79 88 83 120

　主要子会社（以下、連結子会社） 109 135 110 120 110 122 116 129

　連結 191 246 187 243 189 210 199 249

２．２００２年度実績の内訳（*1）

連結

子会社

公害防止コスト 30 31 61

地球環境保全コスト 省エネルギー対策、温暖化防止などのためのコスト 9 19 28

資源循環コスト 12 25 37

上・下流コスト 2 7 9

管理活動コスト 21 16 37

3 11 14

社会活動コスト 0 0 0

環境損傷対応コスト 2 1 3

79 110 189

公害防止効果 38 49 87

地球環境保全効果 16 10 26

資源循環効果 14 42 56

上・下流効果 0 10 10

管理活動効果 4 4 8

10 5 15

6 2 8

88 122 210

*1  分類方法：環境省「環境会計ガイドライン2002年版」に準ずる。

*2  操業ロス回避額：付加価値／稼働日×操業ロス日

*3  環境保全活動の寄与額：付加価値×環境設備の維持運営コスト／総発生費用

*4  リスクが発生したと仮定した場合のリスク回避見積額

３．コメント

４．第三者審査

費
　
　
　
　
　
　
用

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト

大気汚染防止、水質汚濁防止（公共下水道料金）などのため
のコスト

効
　
　
　
　
　
　
果

社会活動における環境保全コスト（環境保全を行う団体など
への寄付､支援などのコスト）

環境損傷に対応するコスト（土壌、地下水汚染などの修復の
コスト、環境保全に関わる補償金など）

合　　　　　　　計

研究開発・ソリューション
ビジネス効果

研究開発・ソリューション
ビジネスコスト

廃製品リサイクルなどによる有価品・リユース品の売却額

2002年度 2003年度(予想)

連  結富士通分　　　　　　　類

（単位：億円）

分    類
2000年度 2001年度

研究開発活動における環境保全コストおよび環境ソリュー
ションビジネスに関わるコスト（グリーン製品・環境対応技
術の設計・開発コスト、環境関連ソリューションビジネスコ
スト）

土壌、地下水汚染対策による住民補償などの回避額（*4)環境損傷対応効果

ISO14001構築による効率化、従業員などの社内教育効果、環
境広報活動によるイメージアップ貢献額

グリーン製品・環境配慮型製品、環境関連ソリューションビ
ジネスの販売貢献額

法規制不遵守による事業所操業ロス回避額（*2)、生産活動
により得られる付加価値に対する環境保全活動の寄与額
（*3）

事
業
エ
リ
ア
内
効
果

２００３年度については、生産量増、各事業部門における新たな環境活動の展開等により、連結費用１９９億円、連
結効果２４９億円を予想。

２００２年度は生産量が減少したことにより、公害防止効果が前年比で減少、グループ全体での効果が２１０億円に
留まりました。

(株)新日本環境品質研究所による２００２年度環境会計に係わる審査手続きが完了しましたので、この部分に関し公
表します。なお、環境負荷と環境費用の関係を示す改善指標と環境保全効果については、別途公表致します。

（単位：億円）

合　　　　　　　計

廃棄物減量化､処理などのためのコスト、節水・雨水利用な
ど資源の効率的利用のためのコスト

電力､油､ガスなどの使用量減に伴う費用削減額

廃棄物減量化、有効利用による削減額など

生産・サービス活動に伴って上流または下流で生じる環境負
荷を抑制するためのコスト（廃製品・包装などのリサイク
ル・リユースおよびグリーン購入コストなど）
管理活動における環境保全コスト（環境推進活動人件費、
ISO14001認証取得・維持、環境負荷測定、緑化の推進、環境
報告書作成、環境広告などのコスト）




